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研究成果の概要（和文）： 

日本企業において研究開発者が 10 年程度の期間を経て一人前として認知されるまでのキャリ
ア発達と学習は、入社後 1 年目から 3 年目の初期段階では先輩や上司の指導の下で周辺的な仕
事を担当しながら専門的・組織的な組織社会化を通して、半人前に達する 4 年目から 6 年目頃
に挑戦的な仕事の機会を与えられて大きく成長するパターンが明らかになった。つまり、職場
の上司や先輩からの影響と挑戦的な仕事経験の学習がタイミングよく組み合わされることが重
要である。 

 

研究成果の概要（英文）： 
This research found out that R&D business person in Japanese companies developments 

his/her career until becoming respectable for about 10 years, through good educational 

influence from his/her bosses and senior peers, taking charge of peripheral job within 

primary job cycle (from 1st. to 3rd. year), and then through challengeable job experiences 

within secondary job cycle (from 4th. to 6th. years). After all, in order to develop new 

graduates in Japanese companies effectively, the adequate timing of good educational 

influence and challengeable job experiences is very important. 
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１．研究開始当初の背景 

最近、現場で若手の人材育成に苦慮してい
るという声を耳にすることが少なくない。実
際に企業の中間管理職を対象とした研修講
師などを担当すると、部下の人材育成に関す
る苦悩や関心の高さを実感させられる。また、

最近の各種統計調査において、現場での人材
育成機能を促進し強化すべきであるという
回答結果は常に上位を占めている（藤本、
2008）。若手人材をどれだけ早く一人前に成
長させるかという人材育成の問題は、多くの
日本企業にとって喫緊の経営課題の一つに
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なっている。 

では、彼らはどのような経験や機会におい
て、いかなる学習を通して一人前に成長し中
堅社員として期待されるパフォーマンスを
発揮することができるようになるのであろ
うか。一般に一人前とは、「一人に割り当て
るべき分量。大人として扱われること。人並
に技芸などを習得したこと」（広辞苑）と定
義されている。 

「一人前」という言葉は職人の世界に由来
する。近世の徒弟制社会において、親方の庇
護の下での丁稚奉公による年季が明けて、営
業の鑑札を貰い、同業者仲間の承諾を得て独
立が認められることが一人前の証となる（小
関、2006）。一人前になるための年季期間は、
幾つかの歴史的変遷はあるが、明治以降は 7 

年から 10 年程度と考えられている。また、
一人前の職人の要件とは、「（１）労働手段（道
具、小設備）が私有されること（場合によっ
ては、労働手段を私有する手工業主であるこ
とも）。（２）職人の「腕」（技能の高低）は、
生産物の出来栄えやサービスの成果によっ
て客観的に測定でき、その結果によって職人
の社会的評価が決まること。（３）生産技術
は職人に体化(embodied)して蓄えられ、した
がって技能の習得のためには数年間の修業
を要すること（ふつう徒弟制度が制度化され
ている）。（４）仕事の方法に関しては、作業
者（職人）本人に大幅の自主裁量権があるこ
と」という（尾高、1993）。 

現代の大卒ホワイトカラー（事務・技術・
サービス職）の仕事の世界においても、常識
的には 20 歳代前半で就職してから一般的に
30 歳前後には中堅社員として一人前の扱い
をされる。本研究での一人前の定義は、「所
与の職務に関して、数年間の修行期間を通し
て精通し、自律的に活動可能な自主裁量の余
地が与えられ、他者の援助に大きく依存せず
に自己完結できること」とする。 

一般に日本企業における大卒ホワイトカ
ラーの人材育成は、3～5 年程度で配置異動
を繰り返しながらの「幅広い専門性」と「遅
い昇進」が特徴である（小池、1994）。そし
て今日の大卒ホワイトカラーの仕事は、ます
ます複雑で高度な知識やスキルが要求され
ている。このような仕事環境の中で彼らが一
人前になるためには、具体的にいつ頃どこで
どのような経験を通して何をどのように学
習することが関係しているのだろうか。彼ら
の成長と育成のメカニズムを明らかにする
ことによって、学習を促進させる要因および
阻害する要因を導出し、今後の現場での人材
育成のあり方をより具体的に考察すること
が可能となる。 

ところが、これまでの日本企業の大卒ホワ
イトカラーの人材育成に関する先行研究は、
経営学の領域では主に小池和男らに代表さ

れる社内での教育制度や昇進およびローテ
ーションなどの人事管理制度的な実証研究
（小池、1994；小池・猪木、2002；小池、
2005 など）が大半であり、組織的な仕組み
や制度論からのアプローチが中心であった。 

一方、学習者としての個人のキャリア成長
や熟達化というアプローチは、僅かに限定さ
れた実証研究しかなかった。たとえば、日本
企業における個人の視点からの大卒ホワイ
トカラーの組織内キャリア発達に関する代
表的な実証研究として、大手流通業における
大卒男子新入社員のキャリア発達研究（1972 

年～1985 年）が挙げられる（南、1988）。入
社して 3 年後、7 年後（係長昇格）、13 年
後（課長昇格）の観察データ結果から明らか
になったことは、高水準のキャリア発達を実
現するには、高い潜在能力だけでは不十分で、
入社直後の直属上司との間に良好な「垂直的
交換関係」による広範な役割自由度が保障さ
れる経験をすることによって、高い潜在能力
は高い成長への動機づけによる挑戦を繰り
返すことによって好業績を導き、再び直属上
司との関係を深めるという「心理的成功サイ
クル」と「好業績サイクル」が必要不可欠で
あるという。 

しかし、この実証研究は、あらかじめ 3 つ
の仮説（潜在能力仮説、幻滅仮説、垂直的交
換関係仮説）を時系列的に定量的に検証する
という方法であったため、あらかじめ想定さ
れた仮説以外の要因の影響についてはほと
んど考慮されていないという大きな限界が
ある。 

また、松尾（2006）は、自動車と不動産の
営業およびＩＴ技術者の経験的学習のプロ
セスを実証的に研究し、彼らが一人前のプロ
フェッショナルとして成長するための主な
要件を明らかにした。しかし、この研究にお
いても経験的学習を中心としたあらかじめ
複数の仮説を設定し、質問紙調査によって定
量的に仮説を検証したものであり、個々人が
一人前に成長するプロセスにおけるメカニ
ズムや様々な要因間の複雑な関係性を探索
的に調査したわけではない。 

つまり、これまでの経営学における日本企
業の大卒ホワイトカラーの人材育成に関す
る実証研究は、大半が経営組織サイドの視点
からの人事管理制度に関するプローチが主
流であり、学習者としての個人サイドの視点
からの成長や熟達化のプロセスを実証的に
研究した形跡は僅かでしかない。しかも個人
サイドの視点からの実証研究においては、あ
らかじめ想定される仮説を定量的に検証し
たものが大半であり、彼らが入社してから一
人前になるまでの成長と熟達のプロセスに
関する複雑なメカニズムやその促進要因や
阻害要因が十分に明らかにされてはいない。 

ちなみに、学習者の視点から個々人が一人



前に成長するプロセスに関する実証研究は、
そもそも教育学や認知心理学における経験
的学習や熟達化の研究が先行していた。しか
しながら、その対象者が主に芸術家や運動選
手などの専門的プロフェッショナルに限定
されており、日本企業の大卒ホワイトカラー
に関するものはほとんど見当たらない。 

そこで本研究は、これまでの教育学や認知
心理学の研究成果を経営学の領域に積極的
に活用し、日本企業における人材育成の実証
研究に関して、教育学や認知心理学と経営学
の融合を図る。これまでの経営学における人
材育成に関する実証研究は、学習者としての
個人の視点からの成長プロセスのメカニズ
ムはブラックボックスのままであったが、教
育学や認知心理学のフレームワークやアプ
ローチとの融合によって、より効果的で具体
的な人材育成のあり方を研究することが可
能になると思われる。 
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２．研究の目的 

 日本企業では大卒ホワイトカラーの若手
人材の早期戦力化や育成の問題点がしばし
ば指摘されている。今日の仕事内容が高度で
複雑化する一方で、どうすれば彼らを早く一
人前に育てられるのかが問われているので
ある。しかし、そもそも彼らはどのようにし
て一人前の中堅社員として組織的な業績に
貢献できるレベルに達するのか、そしてどの
ような要因が彼らの学習や成長を促進し、逆
にそれらを阻害する要因とはどのようなも
のなのであろうか、ということが明らかにさ

れていない。 

本研究では日本企業の大卒ホワイトカラ
ーのライフストーリーを基にした質的研究
を通して、彼らの学習と成長のメカニズムや
要因を探索的に研究し、これからの現場を中
心とした若手人材の職能専門教育のあり方
を考察して提言する。 

 

３．研究の方法 

 本研究は、日本企業の様々な職種に従事す
る入社後 10 年目程度の大卒ホワイトカラー
（各職種ごとに 10 名程度）を対象として、
彼らのライフストーリーのインタビュー調
査を中心とした、グラウンデッド・セオリー
（Glaser, Strauss, 1967)による質的研究で
ある。 

調査期間は、2010年 7 月から 2013年 3 月
までの 3 年間である。調査対象者について、
当初は技術系と事務系の代表的な 10職種程
度をピックアップして幅広く調査する計画
だったが、実際に調査をしてみると大卒技術
系の代表的な職種である研究開発職だけで
も様々な業種やタイプによって相違がある
ことが分かり、研究開発者（66 名）に絞って
インタビュー調査を実施することにした。 

 

2010
年 7月 

大手化学メーカー： 
化学素材の研究＆製品開発者 10 名 

2011
年 1月 

大手精密機械メーカー： 
OA 機器の製品開発者 12名 

2011
年 7月 

大手電機メーカー： 
中央研究所の研究者 12名 

2012
年 2月 

大手製薬メーカー： 
創薬研究者＆開発研究者 20 名 

2013
年 3月 

大手タイヤ製造業： 
主にタイヤの製品開発者 12 名 

 
（１）調査内容と実施方法 

調査対象となる組織の職種について、それ
ぞれ 3 段階のステップで調査を実施した。 

①企業調査（人事管理制度や教育体系の調
査）：人事部の責任者を対象として、人事管
理制度や人材教育体系に関するヒアリング
調査。 

②個人調査（インタビューによるライフス
トーリー調査）：入社後の経歴（事前調査票
の配布による質問紙調査：職務履歴（配属・
役職・職種）、昇格等級歴など）および入社
前後からのライフストーリーに関するヒア
リング調査（1 人あたり 1 時間半程度）。な
お、ここでのヒアリング調査では、本学大学
院経済学研究科博士後期課程に在籍する研
究協力者（北條陽子）との共同作業とした。 

③仮説検証（インタビュー調査の分析結果



に関する意見聴取と検証）：人事部の責任者
に対して調査内容の分析結果を報告し、その
内容について人事部の視点から検証し意見
交換を実施する。 
 
（２）ヒアリング調査結果の分析方法 

取材の際に録音された調査したインタビ
ュー内容は全てテキスト化し、質的データ分
析法（佐藤、2008）に基づいて QDA ソフトウ
ェアなどを活用して分析した。なお、ここで
の分析に際しても、本学大学院経済学研究科
博士後期課程に在籍する研究協力者（北條陽
子）との共同作業とした。また、録音データ
のテキスト化などの定型作業などは学生ア
ルバイトなども活用し、できる限り作業を効
率化して負担軽減を図った。 
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４．研究成果 
 
（１）大手素材化学メーカーの 30 歳代前半
の優秀な研究開発者 10 名を対象としたイン
タビュー調査（2010年 7 月）の結果、入社 5
～7 年目に成長の節目となる大きな転機が集
中し、その内容は顧客対応や部署異動などが
大半を占めていた。ビジネスの世界での多く
の研究開発者は、狭い研究領域の中で技術的
な成果だけが求められるわけではなく、顧客
対応や異なる技術分野を経験することによ
って次元の異なる知識や能力および視野拡
大が一人前の研究開発者に成長するための
重要な要件の一つであることが明らかにな
った。 
 ただし、調査対象となった科学素材メーカ
ーは、とりわけファイン系のエレクトロニク
ス分野では研究開発者が直接顧客とのコン
タクトを取ることによって技術革新スピー
ドが急速な市場ニーズをダイレクトに研究
開発に結び付けて成長してきた戦略的な要
因があることに留意しなければいけないで
あろう。 
 
（２）大手電気機械メーカーの 30 歳代前半
の製品開発者 12 名を対象として成長の転機
となる仕事経験と先輩や上司との関係を中
心にインタビュー調査（2011年 1月）した結

果、転機となる仕事経験は 2～3 回程度、先
輩や上司との関係は 1～2 回程度あった。転
機となる仕事経験の内容は非常に困難でチ
ャレンジャブルな仕事の成功体験が大半を
占めており、その経験を通して自信や自己効
力感を獲得することが明らかになった。また、
転機となる先輩や上司との関係を通してモ
デリング学習や厳しいフィードバックによ
る学習をしていた。 

さらに、ハイパフォーマとそうでない者を
比較した場合、前者の方が社会人として早期
に優れた上司などから大きな影響を受けて、
困難でチャレンジャブルな仕事の成功体験
をすることが共通していた。つまり、30 歳前
半の優秀な製品開発者は、入社後の早い時期
から優れた上司や先輩から影響を受けて 5年
目程度の半人前の時期にチャレンジャブル
な仕事の成功体験をしていることが明らか
になった。 

 
（３）大手電機製造企業の中央研究所に所属
する 30歳代前半の研究者 12名を対象とした
インタビュー調査（2011年 7月）の結果、成
長の転機となる節目は、１年目～３年目、６
～７年目、１０年目～、という大きく３つの
波が見られ、仕事の転機では、共通して１～
４年目までにビジネス（組織的）知識スキル
を学習して主体性や自信をつけ、９～１２年
目には視野を拡大させることが特徴的だっ
た。一方、人の転機では、共通して１～４年
目で主にビジネス（組織的）知識スキルを学
習することが特徴的だが、ビジネス（組織的）
知識スキルの内容は、プレゼンテーションス
キルが圧倒的に多い。 

また、視野の拡大は主に仕事の転機から学
習するが、ハイパフォーマはビジネス（組織
的）視野拡大が多いが、ノン・ハイパフォー
マは専門的視野拡大が多い傾向が見られた。 

つまり、民間企業の中央研究所のような基
礎的・応用的な研究者であっても、組織人と
してパフォーマンスを発揮するためには職
能専門的な組織社会化だけでなく、ビジネス
知識・スキルやビジネス視野の拡大という組
織的な組織社会化が重要な鍵を握っている
ことが明らかになった。 

 
（４）中堅製薬企業の 30 歳代前半の研究開
発者 20 名を対象としたインタビュー調査
（2012年 2月）した結果、独創的な研究志向
が強い創薬研究所の研究者と医薬品として
認可させるための様々な検査や開発が要求
される開発研究所の研究開発者にはキャリ
ア発達と学習要件に幾つかの相違が明らか
になった。 

これら二つの調査結果を比較すると、いず
れもプロジェクト（2～3 年）に参画してその
サイクルを通して成長していくが、研究開発



者には、専門的な研究成果を専ら要求される
研究志向と、事業部門とのコンタクトが頻繁
に要求される製品開発を意識した開発志向
では、一人前に至るまでに要求される学習領
域に大きな相違があり、同じ社内の研究開発
者であっても、状況適応的なキャリア発達の
パターンにもバリエーションが存在するこ
とが明らかとなった。 
 
（５）大手ヤイヤ製造業の 30 歳前半の研究
開発者 12 名を対象としたインタビュー調査
（2013年 3月）を実施した結果、これまでの
調査結果と比較して大きな乖離はなく、これ
までに明らかになってきた研究開発者のキ
ャリア発達の一般的なパターン（仮説モデ
ル）を検証することができた。すなわち、入
社後間もない 3年目頃までは職場の先輩や上
司の指導による影響を受けながら仕事の手
順や取組姿勢を学習し、半人前となる 4年目
から 6年目頃を中心に責任の重い挑戦的な仕
事を経験することによって周囲から一人前
として認められる特徴的なパターンが見ら
れた。 
 
 これまでの調査結果に基づく結論は以下
の通りである。 

①日本企業の研究開発者は、入社後２～３
年程度のサイクルを伴うプロジェクト単位
の仕事を通して徐々に周辺的な業務から中
核的な業務を担当し、入社後 10 年程度の間
に２～３回程度の大きな成長の転機を経て
一人前に成長していく。 

②また、彼（女）らのキャリア発達には職
能専門的な組織社会化だけでなく、組織的な
組織社会化も同等以上に重要な鍵を握って
おり、専門性だけでは一人前として認められ
ない。 

③そして、ハイパフォーマンスを発揮する
一人前の研究開発者のキャリアパターンに
は、共通した特徴が見られる。すなわち、入
社後間もない初期サイクル（1～3年目）では
上司や先輩の指導による影響を通して大き
く成長し、半人前となる中期サイクル（4～6
年目）で挑戦的な仕事の機会が与えられ、そ
の成功体験を通して自信をつけて高いパフ
ォーマンスを発揮できるように成長してい
く。 
 したがって、高いパフォーマンスを発揮で
きる一人前の中堅社員を育てるためには、入
社後間もない 3年目程度までの初期サイクル
で規範的なモデルとなる上司や先輩による
業務遂行スキルや取組姿勢などの態度の指
導が不可欠で、入社後 5年目程度の半人前に
至る頃から本人にとっては挑戦的でより責
任の重い中核的な仕事の経験の機会を与え
て成功体験による自信をつけさせることが
重要であることが明らかになった。 

 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
 

〔雑誌論文〕（計１件） 

① 北條陽子、藤本雅彦、「大卒ホワイトカ
ラーの学習と成長（２）」、人材育成研究、査
読有、６巻、2011年、69-80 

 
〔学会発表〕（計２件） 

① 藤本雅彦、北條陽子、「一人前の研究開
発者になるための学習と成長の要件」、日本
労務学会、2011年 6月 25日、東京 
  
② 北條陽子、藤本雅彦、「技術系中堅人材
の学習と成長」、人材育成学会、2010年 12月
19 日、東京 
 
６．研究組織 
(1)研究代表者 

  藤本 雅彦（FUJIMOTO MASAHIKO） 

 東北大学・大学院経済学研究科・教授 

 研究者番号：90374884 

 
(2)研究分担者 

      （  ） 

  

研究者番号： 

 

(3)連携研究者 

   （  ） 

 

 研究者番号： 

 


